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大学の役割と産学官連携の強化大学の役割と産学官連携の強化

社会貢献
(教育基本法７条)

現現 状状

○ 産学官連携体制は大学の規模、教育研究分野、地域等
により多様

⇒ 国は大学による主体的かつ多様な取組を支援

○ 知的財産本部など特別な仕組みを設けるなど体制整備が着実に進展
○ 共同研究・特許出願・大学発ベンチャーなど成果は飛躍的に増加

○ 基礎から応用までを見通した共同研究、国際的な知的財産人材育成
○ 広く国内外の産業界・社会から大学への受託研究・寄附の拡大

生産性向上生産性向上

今後の今後の

重点課題重点課題

学術の中心
(教育基本法７条)

大学の役割大学の役割

＜大学の役割と学術研究＞

○ 高い教養と専門的能力を有する優れた人材を育成
○ 深く真理を探究し、新たな知見を創造・蓄積

学術研究推学術研究推

進の方向性進の方向性

○ 基礎から応用まで多様な学術研究を推進・支援

○ 国公私立大学を通じて全国の研究者に開かれた学術研究システムの構築
○ 社会の発展を踏まえた、人文学の推進と社会科学の現代化
○ 基盤的経費と競争的資金の有効な組合せ

＜産学官連携の強化＞
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【特許出願件数の推移】

産学連携の産学連携の

方向性方向性

今後の今後の

重点課題重点課題

成果を広く社会に提供し、
社会の発展に寄与

○ 従来の分野にとらわれない新たな学問分野・研究領域の創成を支援

⇒ 国際競争力の強化
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光触媒材料光触媒材料

注：2003年から浄化機器の金額が急増しているのは､集計方式の変更による
（従前はフィルタ部分のみ､事後は機器全体の金額として計算）

出所：光触媒製品フォーラム資料
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光触媒応用製品の市場規模推移

酸化チタンによる水の光分解の発見
〔東大, 1972年〕

酸化チタンによる有機物分解の発見
〔分子研, 1980年〕

大学等、科学研究費補助金等による様々な研究

汚染物質分解や
空気浄化等の
様々な応用

産学連携による研究開発、技術相談

超親水性の原理
の解明 〔東大〕

1970 1980 1990 2000

基礎研究からのイノベーション事例

1970 1980 1990
触媒的不斉合成法触媒的不斉合成法

不斉合成端緒発見
〔名古屋大、1966年〕

大学等、科学研究費補助金等による様々な研究

2000

触媒の開発に成功
〔1976年〕

新しい香料の製造
（ﾒﾝﾄｰﾙ等） 等

大型科学研究、技術開発プロジェクト

1970 1980 1990 2000

垂直磁気記録技術の発明
〔東北大, 1976年〕

大学等、科学研究費補助金等による様々な研究

垂直磁気記録技術垂直磁気記録技術

ＨＤＤ市場の拡大

（情報家電機器の

産学連携による研究開発

公的技術開発プロジェクト

新市場の創出）

（ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ用（ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ用))

２

＜参考１＞

医薬品
（ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病治療薬等）の
効率的な製造
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産学官イノベーションによる研究開発の成果

大学発ベンチャーの設立状況

累
計
設
立
社
数

大学と民間企業との共同研究の現状

第１期 第２期

約 ３.２倍

第２期計画中

（件）

（社） 第２期計画中

１０００社を超える

累計設立社数

大学と民間企業の共同研究数
4,029件から13,020件へ
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自動車用インテリジェント排ガス触媒の開発超低電力反射型カラー液晶ディスプレイの開発

東北大学はバックライトを必要としない超低電力反射型カラー
液晶ディスプレイ（LCD）を世界で初めて考案し、シャープ(株)
との共同研究の結果、実用化、量産化。

超高密度磁気記録技術の研究開発

大型放射光施設SPring－８を用いた日本原子力研究開発機
構との共同研究により、革新的な排ガス触媒の開発に成功。
累積搭載２００万台以上。

長年主流となっていた面内磁気記録技術の性能を大幅に上
回る大容量垂直磁気記録方式を、東北大学で発案、蓄積さ
れた研究成果を原点として、大学と複数企業の産学連携で
実現。

産
学
官
連
携
の
推
進
に
よ
り
、

具
体
的
成
果
も
数
多
く
生
ま
れ
て
い
る（文部科学省調べ）

（文部科学省調べ）

（3月末）

（文部科学省調べ）

大学の特許の活用（実施）件数の推移

軽量安全自動車に繋がる高強度薄鋼板の研究開発

モリブデンやバナジウムなどのレアメタルを使わずに、結晶
粒の微細化で高強度化を実現。自動車の軽量化（CO2削
減）と衝突安全性の両立へ。物質・材料研究機構と中山製
鋼所の連携によって実機でのコイル製造を実証。

３

＜参考２＞

10µm10µm10µm



大学等においては、大学知的財産本部整備事業（平成１５年度より実施）等を通じて、知的財産の戦
略的な創出・管理・活用のための体制を整備し、企業との共同研究、特許の実施や大学発ベンチャ-
の設立を図るなど、学術研究の成果を積極的に社会に還元。

実績 ※15年度より前は国立大学のみ、15年度以降は国公私立大学を対象（大学発ベンチャー設立（累計）は、１５年度以降も国立大学のみ対象）

【大学等の特許出願件数の推移】
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【大学等の特許実施件数の推移】
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【大学等の共同研究実施件数の推移】

H15→H17 約１．４倍

大学等における産学官連携の実績
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【大学発ベンチャー設立（累計）の推移】

H15→H17 約１．９倍

体制整備は着実に進展し、企業からも高い評価

知財本部整備事

業選定機関数

件 件 件 件
(119) (174) (197) (490)
149 55 142 296 587
(62) (19) (13) (94)
72 40 10 10 92
(45) (138) (159) (342)
63 13 113 248 424
(12) (17) (25) (54)

14 2 19 38 71

今後整備
予定である

整備する予定
はない

回答大学
数

公立大学等

既に整備
している

総数

国立大学等

私立大学等

【知財の管理活用体制(知財本部等）の整備状況】

0 10 20 30

自主性、自立性のもと自らの判断と責任で

多様で特色ある研究活動を行うように

知的財産権に関する取り決めが明確に

なった

共同研究や委託研究を行いやすくなった

民間ニーズに沿った研究が行われるよう

になった

産学官連携に組織として対応するように

なった

【企業から見た国立大学の法人化による主な変化（ベスト５） 】

※研究開発の管理部門又は企画部門の責任者へのアンケート調査

「平成16年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（H17.9文部科学省）より抜粋
※上段（ ）書きは、
１５年度実績
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科学技術・学術審議会の審議状況

技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会

○国際的な産学官連携の推進 ⇒ 平成１８年８月、「審議状況報告」としてとりまとめ

⇒今後の産学官連携の在り方について、本年６月を目途にとりまとめる予定

○ライフサイエンスなど先端科学技術分野の知的財産問題

○大学・地域（ＴＬＯ含む）の産学官連携の組織的・戦略的対応

・科学技術に詳しく、海外での侵害訴訟や契約に精通し、経営に明るく、国際的に通用する
知財人材の育成・確保

・海外特許出願の支援及び大学による戦略的な海外特許出願のためのポリシーの策定

・外部有識者を活用し、大学が自ら海外特許出願等を行う上での審査・評価機能の強化

・海外事情に詳しい弁護士・弁理士等外部専門家の活用による海外法務機能の強化 等

・ライフサイエンス分野の特徴や特殊性を踏まえた産学官連携体制の構築 等

・大学知財本部とＴＬＯの一本化や連携強化など各大学における最適な体制の構築 等

５

＜参考４＞

※学術研究の推進体制の在り方についても、学術分科会研究環境基盤部会において検討中。


